
平成２６年９月２５日 

学生の中途退学や休学等の状況について 

 
 

結果の概要 

（１）中途退学者の総数は、全学生数（中途退学者、休学者を含む）2,991,573 人のうち

2.65％（平成 19 年度比 0.24 ポイント増）に当たる 79,311 人。中途退学者のうち経

済的理由による者は、20.4％（同 6.4 ポイント増）に当たる 16,181 人。 
（２）休学者の総数は、全学生数（中途退学者、休学者を含む）2,991,573 人のうち 2.3％

（同 0.5 ポイント増）に当たる 67,654 人。 
（３）授業料滞納者数は学生数（中途退学者、休学者を除く）2,844,608 人のうち 0.4％（同）

に当たる 11,361 人。 
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 現下の経済・雇用情勢を踏まえ、学生の中途退学や休学等の状況について、平成 24
年度の状況等について調査し、このほど取りまとめました。 
 
（１）調査対象：国・公・私立大学、公・私立短期大学、高等専門学校 

１，１９１校 （回答校１，１６３校 回答率約９７．６％） 
（２）調査期間：平成 26 年２月７日～３月７日 
 
※本調査において、中途退学者の状況については、平成２４年度の１年の間に中退した

者について調査したものであり、休学者の状況及び授業料滞納者の状況については、平

成２４年度３月末現在で休学・授業料滞納をしている者について調査したものである。 



「経済的理由」が中途退学及び休学の最大の要因

平成19年度 １４．０％ → 平成24年度 ２０．４％

奨学金・授業料減免を拡充してきたが、なお不十分な可能性

中途退学・休学等の主な要因と文部科学省の今後の対応について

大学等奨学金事業、授業料減免等の一層の充実を図るとともに、卒業後の奨学金
返還の不安を軽減するための所得連動返還型奨学金の導入に向けた対応を加速。

※平成２７年度概算要求
（１）独立行政法人日本学生支援機構 大学等奨学金事業

＜平成26年度予算＞ ＜平成27年度概算要求＞
＜事業費＞ 無利子奨学金 3,000億円 ⇒ 3,196億円（197億円増）

〔この他被災学生等分48億円〕
（有利子奨学金 8,677億円 ⇒ 8,650億円（27億円減））

＜貸与人員＞ 無利子奨学金 44万1,000人 ⇒ 47万1,000人（3万人増※）
※うち新規貸与者の増員分2万人

〔この他被災学生等分7,000人〕
（有利子奨学金 95万7,000人 ⇒ 93万9,000人（1万8,000人減））

（２）国立大学の授業料減免等の充実
＜平成26年度予算額＞ ＜平成27年度概算要求＞

294億円 ⇒ 307億円（13億円増）
〔復興特別会計 ４億円〕

（免除対象人数 約5.4万人 ⇒ 約5.7万人（約0.3万人増））

（３）私立大学の授業料減免等の充実
＜平成26年度予算額＞ ＜平成27年度概算要求＞

81億円 ⇒ 86億円（５億円増）
〔復興特別会計 23億円〕

（減免対象人数 約3.9万人 ⇒ 約4.2万人（約0.3万人増））



平成19年度 １２．７％ → 平成24年度 １４．５％

高校と大学における教育のギャップに学生が適応できていない可能性

「学業不振」が中途退学の主な要因の一つ

○大学間交流協定の締結を促進し、交換留学や単位互換を進めることにより、休学
することなく留学できる体制を充実。（2011年現在、19,102件）

○日本の大学と外国の大学とのジョイント・ディグリーを実現するため、これらの大学
が共同で教育プログラムを構築するための制度改正を本年中に行う。

○現在の大学３年生から、就職活動時期の後ろ倒しを実施する。
（広報活動：３年次３月、採用選考活動：４年次８月）

○各大学における、新入生を対象とする総合的教育プログラム（初年次教育）を推進。

平成19年度 １４．４％ → 平成24年度 １５．０％

「留学」が休学の主な要因の一つ
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中途退学者の状況（平成24年度）
全体 79,311人（63,421人）全学生数は2,991,573人（2,635,225人） 括弧内は平成19年度

平成24年度の中途退学者数は、全体で79,311人、設置者別でみると国立大学10,467人、公立大
学2,373人、私立65,066人、高等専門学校1,405人となっている。
中途退学の理由の割合を見ると、全体では、①経済的理由16,181人（20.4％）、②転学12,240人
（15.4％）、③学業不振11,503人（14.5％）、④就職10,627人（13.4％）が順に挙げられている。

年間の中退率は２．６５％（平成19年度は２．４１％）
中退者数（79,311人）を、全学生数（中退者、休学者を含む） （2,991,573人）で除した数

○全体としてみると、「経済的理由」による中途退学者の割合が「その他」を除いて最も多い
（平成19年度は３位。）。
○大学（短期大学を含む）においては、どの設置者においても「経済的理由」が中途退学した理由の
上位3位までに入る。

○そのほかの中途退学の理由としては「学業不振」、「就職」、「転学」等が上位を占めている。
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休学者の状況（平成24年度）
全体 67,654人（45,577人）全学生数は2,991,573人（2,635,225人） 括弧内は平成19年度

平成24年度の休学者数は、全体で67,654人、設置者別でみると国立20,491人、公立3,897人、私
立42,798人、高等専門学校468人となっている。
休学の理由の割合を見ると、全体では、①経済的理由10,486人（15.5％）、②海外留学10,120人
（15.0％）、③病気・けが9,865人（14.6％）が順に挙げられている。

年間の休学率は２．３％（平成19年度は１．７％）
休学者数（67,654人）を、全学生数（中退者、休学者を含む） （2,991,573人）で除した数
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○全体として、中途退学と同じく、「経済的理由」による休学者の割合が「その他」を除いて最も多いが、
中途退学では比較的少なかった「海外留学」を理由とするものが割合として多くなっている。

○大学（短期大学を含む）については、どの設置者においても「海外留学」、「病気・けが」、「経済的理由」
が理由の上位３つを占めている。高等専門学校においては、「学業不振」を理由とする休学の割合が
他に比して多い。



授業料滞納者の状況（平成24年度）

全体 11,361人（0.4％）
平成24年度における授業料滞納者数は全学生2,844,608人(中途退学者、休学者を
除く)のうち0.4％に当たる11,361人、学校種別で見ると、大学10,796人（うち国立大学
1,208人、公立大学412人、私立大学9,176人）、短期大学549人、高等専門学校16人
となっている。

回答があった学校の全学生数（中途退学者、休学者を除く）

２，８４４，６０８人

うち学費滞納者数 １１，３６１人（０．４０％）

・大学 １０，７９６人

国立 １，２０８人

公立 ４１２人

私立 ９，１７６人

・短期大学 ５４９人

・高等専門学校 １６人

（参考：平成19年度）

回答があった学校の全学生数（中途退学者、休学者を除く） ２，５２６，２２７人

うち学費滞納者数 １０，６３２人（０．４２％）

・大学 ９，９６９人

国立 １，５４３人

公立 ３３４人

私立 ８，０９２人

・短期大学 ５７４人

・高等専門学校 ８９人

○前回調査（平成１９年度）と比較して、滞納者の割合に変化はない。学校種による特徴の傾向について
も変化は見受けられない。



①学生からの経済的支援に関する相談体制（複数回答可）
学生部、学務部、学生課等、学生への支援を主な業務とした学内組織で対応していると1,093校が回
答。また、指導教員等の教職員が個別に対応していると539校が回答している。

②授業料減免や奨学金等の経済的支援に関する学生相談件数の状況
平成24年度において829校（約71％）の大学等が、前回調査に比べ経済的支援に関する学生からの

相談件数が増加していると回答。

回答
回答校数

平成24年度（1,163校） 平成19年度（1,148校）
a.学生への支援を主な業務とした学内組織で対応 1,093 1,054

b.学生への支援を主な業務としない学内組織で対応 232 151

c.指導教員等の教職員が個別に対応 539 466
d.特段の相談窓口はない 13 37
e.その他 10 41
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a:学生への支援を主な業務とした
学内組織で対応

b:学生への支援を主な業務としない
学内組織で対応

c:指導教員等の教職員が個別に対応
d:特段の相談窓口はない
e:その他

回答 回答校数
割合

（平成19年度）

増加している 829 71.3%
(71.9%)

変化なし 258 22.2%
(18.7%)

減少している 16 1.4%
(0.3%)

把握していない 43 3.7%
(2.0%)

無回答 17 1.5%
(7.1%)

計 1,163 100.0%
(100.0%)

大学等における経済的支援の取組状況等
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③学生の経済的なことに関する相談の内容（複数回答可）
授業料の延納（分割納入を含む）1,016校、各種奨学金制度についての申請や相談1,073校、経済的理
由による中途退学や休学の相談549校となっている。

④学生への経済的支援に関する情報提供
1,098校（約94％）の大学等が、経済的支援に関する情報提供を実施。また、30校（約3％）の大学等が
検討中と回答。

回答
回答数

平成24年度（1,163校） 平成19年度（1,148校）

授業料の延納（分割納入含む） 1,016 949

入学料の納入猶予 274 317

授業料減免制度の利用方法 397 311

各種奨学金制度についての申請や相談 1,073 1,025

経済的理由による中途退学や休学の相談 549 504

把握していない 19 24

その他 24 49

a：授業料の延納（分割納入含む）
b：入学料の納入猶予
c：授業料減免制度の利用方法
d：各種奨学金制度についての申請
や相談
e：経済的理由による中途退学や休
学の相談
f：把握していない
g：その他

回答 回答数 割合
（平成19年度）

実施している 1,098 94.4%
(58.0%)

実施していないが、検討中 29 2.5%
(21.8%)

実施する予定はない 24 2.1%
(13.2%)

無回答 12 1.0%
(7.0%)

計 1,163 100.0%
(100.0%)
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⑤情報提供の具体的な周知方法（複数回答可）

学校のホームページやSNSで周知669校、掲示板や書面で周知973校、学内の学生や新入生向けの
説明会を実施815校となっている。

（219校）

回答
回答数

平成24年度
（1,163校）

平成19年度
（1,148校）

学校のホームページやSNSで周知 669
343

学生へのメールで周知 231

掲示板や書面で周知 973 586

学内の学生や新入生向けの説明会を実施 815 292

学内の教職員向けの説明会を実施するなど、教職員を通じて周知 58 25

保護者向けの説明会を実施 145 41

その他 58 88
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a：学校のホームページやSNSで
周知
b：学生へのメールで周知
c：掲示板や書面で周知
d：学内の学生や新入生向けの説
明会を実施
e：学内の教職員向けの説明会を実
施するなど、教職員を通じて周知
f：保護者向けの説明会を実施
g:その他
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